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１ 全体目標と施策の基本的な方向

「肝がん（肝及び肝内胆管）による７５歳未満年齢調整死亡率
（人口１０万対）を６年間で３０％減少。」
2017（平成29）年の「6.4」を2023（令和5）年までに「4.5」に減少させる。
注）目標とする肝がん死亡率は、国立がん研究センターが公表している数値を使用

１ 肝炎ウイルス検査の促進

２ 適切な肝炎医療の提供

３ 肝炎に関する正しい知識の更なる普及啓発

４ 肝炎患者及び家族等に対する相談支援や情報提供の充実

【全体目標】

【施策の基本的な方向】 ※それぞれに個別⽬標を設定。
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２ 数値目標の達成状況

２０１７（Ｈ２９）年
（基準年）

2021(R3)年
（現状最新値）

進捗

全国 ４．６ ３．７ △１９.６%

福岡 ６．４ ４．７ △２６.６%

【全体目標】

「肝がん（肝及び肝内胆管）による７５歳未満年齢調整死亡率（人口１０万対）
を６年間で３０％減少。」

2017（平成29）年の「6.4」を2023（令和5）年までに「4.5」に減少させる。
注）目標とする肝がん死亡率は、国立がん研究センターが公表している数値を使用

● Ｒ３年時点で２６．６％減少。策定時と比較して改善しており、このまま推移
すれば、R5年には目標達成が見込まれる。
● 全国平均と比較すると死亡率は依然として高い数値となっている。
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１ 肝炎ウイルス検査の促進

【個別目標①】
肝炎ウイルス検査の受検者数の増加を図る
（2018(H30)年度から2023(R5)年度までの平均で、受検者数を
年間約３８，０００人から、４２，０００人に引き上げ）

目標 基準年 現状 進捗

肝炎ウイルス検
査の受検者数

４2,000人/年
（２０１８（H３０）年度～
２０２３（R5）年度平均）

約38,000人
32,291人

（2018(H30)年度～
2021(R3)年度平均）

減少

● R3年度までの平均では、受検者数が減少傾向にある。
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【個別目標②】
2023(R5)年度までに肝炎ウイルス無料検査の陽性者の精密検査受診率

100％を目指す

B型 C型 進捗

H30年度 50％ 80％

未達成

R元年度 68％ 93％

R2年度 56% 76％

R3年度 53% 61%

R4年度 38% 38%

● 精密検査受診率は年々減少。
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４ 適切な肝炎医療の提供

【個別目標②】
肝炎医療コーディネーターの増加を図る
（2018(平成30)～2023(令和5)年度までに900人を養成）

目標
現状

（R4年度時点）
進捗

肝炎医療コーディ
ネーターの養成

９００人 1073人 達成

● H30年度～R4年度の5年間で900人達成。
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３ 目標ごとの主な取組

１ 肝炎ウイルス検査の促進

（１） 肝炎ウイルス検査に関する広報活動の強化

● 肝炎ウイルス検査や治療に関する啓発資材を用いた広報
医療機関、保健福祉（環境）事務所、県内市町村等に配布。

● SNSを用いた広報
県公式LINE及びTwitterで受診促進

● 事業主と協力した広報
・ 受検勧奨ポスター（事業者用）
「働く世代をがんから守るがん対策ポート事業」登録事業所に配布
「労働教育講座・労働経営セミナー」で配布
「ふくおか健康づくり県民会議総会」で配布

・ 県内の青年会議所へ福岡ブロック協議会を通じてメルマガ配信
「～一生に一度は受けましょう！肝炎ウイルス検査～」
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（２） 職域等での受診機会の拡大

● 労働安全衛生法に基づき行う健康診断に併せた肝炎ウイルス検査の
実施について県HPに掲載

● 健康増進事業における肝炎ウイルス検査の実施について市町村に依頼（４７市町村で実施）

（３） 肝炎ウイルス検査の陽性者に対する専門医療機関への受診勧奨

● 県及び政令市等保健所設置市の肝炎ウイルス無料検査の陽性者対策
・ 未受診者に対し、保健所等から電話や肝炎ウイルス検査陽性者への
リーフレット配布等による受診勧奨を実施（受診確認までフォローアップ）

● 市町村の肝炎ウイルス検査（健康増進事業）の陽性者対策
・ 陽性者に対し、県作成チラシ等による受診勧奨、受診状況の把握の徹底を市町村に依頼

● 職域の肝炎ウイルス検査の陽性者対策
・ 協会けんぽにおいて県作成啓発資材等を用いて陽性者に対し、精密検査受診勧奨実施
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（4） 初回精密検査費及び定期検査費助成制度の継続実施

● 母子手帳交付時に妊婦検診での陽性者への精密検査受診について
市町村に県作成チラシ配布を依頼

【実施医療機関】 福岡県肝疾患専門医療機関（72ヶ所）

初回精密検査 定期検査 合計

２０１８（Ｈ３０）年度 ６４ ３２４ ３８８

2019(R1)年度 ６６ ３２５ ３９１

2020(R2)年度 ４５ ３０２ ３４７

2021(R3)年度 ５３ ２９６ ３４９

2022(R4)年度 ４２ ２３７ ２７９

【助成件数】
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２ 適切な肝炎医療の提供

【個別目標】
○拠点病院と専門医療機関、治療医療機関等との連携強化を図る
○肝炎医療コーディネーターの増加を図る
（2018(平成30)～2023(令和5)年度まで900人を養成）

（１） 拠点病院、専門医療機関及び治療医療機関等における情報の共有

● 拠点病院による、医療従事者等を対象とした肝炎医療についての研修会の開催

● 医療機関等に対し、医療費助成制度について情報提供

● 福岡県肝疾患専門医療機関連絡協議会開催
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（２） 拠点病院及び専門医療機関から治療医療機関への技術的支援

① 拠点病院から、専門医療機関（72か所）、治療医療機関（1,108か所）
に対する技術的支援

● 専門・治療医療機関の医師等からの相談対応
● インターフェロンフリー再治療における意見書の作成 等

② 専門医療機関から、治療医療機関に対する技術的支援

● 診断や治療方針の決定 等
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（３） 肝疾患相談支援センターにおける受診継続支援
● 肝疾患診療連携拠点病院である久留米大学病院に「肝疾患相談支

援センター」を設置し、患者や家族等からの肝疾患に係る相談に対応

（４） 肝炎医療コーディネーター養成セミナー等の実施

● 肝炎医療コーディネーター養成セミナー（年２回開催）（WEB開催）
● フォローアップセミナー（年２回開催）（WEB開催）

（５）肝炎患者支援手帳の継続的活用

● 保健福祉（環境）事務所、政令市等、患者団体、肝疾患専門医療機関へ配布
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(６） 肝炎等治療医療費助成制度の実施
① 肝炎治療医療費助成の継続実施
【治療法別の肝炎治療受給者証交付件数の推移】

【肝炎治療費助成の助成額の推移】
２０１８（平成３０）年度 ４６７，９２７，９７３円
2019(令和１)年度 ４０７，４４５，６０３円
2020(令和２)年度 ３３９，９２２，４６５円
2021(令和３)年度 ３１１，０３５，３７１円
2022(令和４)年度 ２８３，２１５，８２１円

インター
フェロン

インターフェ
ロンフリー

核酸アナログ製剤
（新規）

核酸アナログ製剤
（更新）

合計

２０１８（Ｈ３０）年度 ７ １，５２５ ４４４ ４，２００ ６，１７６

2019(R1)年度 ７ １，１６４ ４２５ ４，３０１ ５，８９７

2020(R2)年度 １５ １，０２９ ２９２ ４，６３５ ５，９７１

2021(R3)年度 ３ ７３９ ４２２ ４，２５３ ５，４１７

2022(R4)年度 ４ ５８７ ３８９ ４，４２０ ５，４００
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② 肝炎ウイルス起因の肝がん・重度肝硬変患者の入院及び通院に係る医療費
助成(H３０年１２月施行）の継続実施

【肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業参加者証交付件数の推移】

新規 更新 合計

２０１８（Ｈ３０）年度 １ ― １

2019(R1)年度 １３ ２ １５

2020(R2)年度 ６ １２ １８

2021(R3)年度 １８ １ １９

2022(R4)年度 ２９ １５ ４４

２０１８（Ｈ３０）年度 ０円 （※助成対象外）

2019(R１) 年度 ９４，６００円
2020(R２)年度 ３４２，４００円
2021(R３)年度 １，３４１，２５０円
2022(R4)年度 ２，７２４，４９０円 13

【肝炎ウイルス起因の肝がん・重度肝硬変患者の入院及び通院に係る医療費助成の助成額の推移】



３ 肝炎に関する正しい知識の更なる普及啓発

【個別目標】
○県民への正しい知識の普及のため、効果的な啓発に努める
○肝炎に関する相談、支援体制の一層の周知に努める

（１） 世界肝炎デー・日本肝炎デー及び肝臓週間における啓発活動の実施

・ 肝炎デーに合わせ、県広報誌（福岡県だより）、テレビ・ラジオ放送及び
県ホームページ、ポスター掲示により肝炎に関する正しい知識の普及啓発

（２） 感染予防についての普及啓発

・ 感染経路の知識不足による新たな感染を予防するため、日常生活上の
感染予防の留意点や高齢者施設や保育施設向けのガイドラインを県HP
に掲載し周知
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（３） 若者への啓発

・ ピアスの穴あけや入れ墨等、血液の付着する器具の共有や性行為等に
よる感染の危険性に関する正しい知識を普及啓発するため、リーフレットを作成・配布

・ 県内高等学校に配布

（４） ハイリスクな方への啓発

・ 感染リスクの高い方に対し、県HPで肝炎ウイルス検査の必要性等の啓発
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（６） 肝疾患相談支援センター、肝炎医療コーディネーターの県民への周知
● 県、拠点病院のホームページや、県公式LINE、Twitter等を活用し、

肝疾患相談支援センターにおける肝炎患者等への支援や、肝炎医療コーディネーター
による相談業務等の取組について広く県民の方に周知
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（５） 職域との連携推進（再掲）
● 事業主と協力した広報
・ 受検勧奨ポスター（事業者用）
「働く世代をがんから守るがん対策サポート事業」登録事業所等に配布
「労働教育講座・労働経営セミナー」で配布
「ふくおか健康づくり県民会議総会」で配布
・ 県内の青年会議所へ福岡ブロック協議会を通じてメルマガ配信

「～一生に一度は受けましょう！肝炎ウイルス検査～」



４ 肝炎患者及び家族等に対する相談支援や情報提供の充実

【個別目標】
○肝疾患相談支援センターによる相談支援を充実
○肝炎医療コーディネーターの増加を図る（再掲）
2018(平成30)～2023(令和5)年度までに900人を養成

（１）肝疾患相談支援センターにおける就労等の相談支援
● がん相談支援センターに派遣している社会保険労務士と連携し、相談支援に対応

（２）肝炎患者支援手帳の継続活用（再掲）
● 保健福祉（環境）事務所、政令市等へ配布

（３）肝炎医療コーディネーター養成セミナー等の実施（再掲）
● 肝炎医療コーディネーター養成セミナー（年２回開催）（WEB開催）
● フォローアップセミナー（年２回開催）（WEB開催）

R4年５月時点 １，０７３名認定
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